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研究成果の概要（和文）： 

外装仕上材からそれらを支える２次部材に変動風圧力が伝達され，最終的に構造骨組を通じ
て地盤へ伝達されるプロセスを詳細に追い，従来の耐風設計で行われている構造骨組用風荷重
と外装材用風荷重の妥当性を検討した。特に，外装材と構造骨組の区別が付かないモノコック
構造体や，大スパン屋根の外装材を支持する部材と構造フレームなどにおける構造物全体の挙
動と局所的な風圧力が荷重効果に与える影響について検討し，両者を別々に評価する手法を提
案し，耐風設計への応用を示した。 

研究成果の概要（英文）： 

Wind load effects on structural main frames due to overall behavior and those on cladding/ components 

due to local pressures are studied based on detailed examination of wind load pass from the building 

surface to the ground. The contributions of the overall building behavior and local pressures are 

investigated, especially for monocoque-type structures and long-span roof systems, for which separation 

of the main frames and secondary members is difficult. Finally, the results are applied for wind resistant 

design of these types of buildings and structures. 
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１．研究開始当初の背景 

従来から Davenport (1961)のガスト影響係
数（Gust Loading Factor）法による等価静的風
荷重分布が規基準類で用いられているが，荷
重分布は平均風力分布に相似となり，平均風
力係数がゼロに近い場合は，適切に等価静的
風荷重を与えることができない。Kasperski 

(1992)は LRC（Load Response Correlation）法
を提案し，準静的成分のみではあるが，現実
に起こりうる等価静的風荷重分布を与える
ことに成功した。Zhou & Kareem (2001)，
Holmes(2002)，Solariら(2002)はガスト影響係
数法の改良型を提案し，Kwon & Kareem 

(2007)はこれらの概念を包含するガストフロ

機関番号：32708 

研究種目：基盤研究(B) 

研究期間：2009～2011   

課題番号：21360272 

研究課題名（和文）建築物全体挙動と局部風圧の相互作用を考慮したモノコック構造体や外装材等の耐風

設計                      

研究課題名（英文）  Wind resistant design of monocoque-type structures and cladding  

considering contributions of overall behavior and local pressure effects 

研究代表者 

田村 幸雄（TAMURA YUKIO） 

東京工芸大学・工学部・教授 

 研究者番号：70163699 



 

 

ント係数を提案しているが，いずれも着目す
る 1つの最大荷重効果（最大応力や最大変位）
を再現するもので，建築物全体の全ての部材
の最大荷重効果は保証できない。申請者ら
（Katsumura, Tamura et al., 2004）は，全ての
部材に生じる最大応力を１つの風荷重分布
で再現するユニバーサルな等価静的風荷重
分布の提案を行うとともに，ウエブ上に公開
してきた空力データベース(http://www.wind. 

arch.t-kougei.ac.jp/info_center/windpressure/low

rise/mainpage.html)に基づく合理的な耐風設
計手法の提案を行ってきた。これらは建築物
の全体的風応答挙動で決まる「構造骨組」の
ための風荷重，「構造骨組用風荷重」を算定
するためのものである。風方向荷重は，主と
して風の乱れによって生じる風方向の振動
に支配され，風直交方向荷重は，主として建
築物から後流に放出されるカルマン渦によ
る風直交方向振動に支配され，捩り風荷重は
両者の影響を受けた複雑な挙動に支配され
る。いずれにせよ，構造骨組用風荷重は建築
物の全体的な挙動によって決まる。 

 一方で，窓ガラス，外壁パネル，屋根仕上
材，あるいはそれらを支持して構造骨組に伝
える部材，いわゆる「外装材等」は，局所的
な風圧変動とそれによって生じる外装材等
の挙動に支配される。一般に外装材等の固有
振動数は高く，減衰定数も大きいので，共振
成分の寄与は小さく，風圧変動の静的成分お
よび準静的成分が重要で，建築物全体の挙動
ではなく，局所的な風圧変動の特性が「外装
材用風荷重」を決定づける。しかし，モノコ
ック型の容器構造物，煙突，シェル構造の屋
根などでは，外装仕上材と構造骨組の区別が
なく，外皮自体が全体挙動によって生じる応
力も負担する構造体であり，かつ局部的に作
用する外装材用風荷重で生じる局部的な応
力も負担する。サッカースタジアムなどの大
スパン屋根やドーム屋根の外装材支持部材，
あるいは大規模壁面を支える耐風梁や胴縁
なども，外装仕上材を支持する部材や外装材
そのものが，構造骨組の全体挙動の影響と，
外装材に作用する局部的風圧変動の影響の
両方を同時に受ける場合もある。これらを考
慮しないと応力を過小評価することが明ら
かであるにもかかわらず，従来の ISO4354 は
じめ ASCE7， AS/NZS1170.2 など海外の規基
準類にしても，現行の建築基準法や建築物荷
重指針・同解説にしても，この点を無視して
きた。本研究は，局部風圧による局部的な挙
動と全体風力による全体的な挙動の相互効
果を検討するものである。 

 

２．研究の目的 

本研究では，外装仕上材からそれらを支え
る２次部材に変動風圧力が伝達され，最終的
に構造骨組を通じて地盤へ伝達されるプロ

セスを詳細に追い，従来の耐風設計で行われ
ている構造骨組用風荷重と外装材用風荷重
の妥当性を検討し，外装材と構造骨組の区別
が付かないモノコック構造や外装材を支持
する２次部材と構造骨組の区別が曖昧な部
位の合理的な耐風設計法を提案することを
目的としている。 

 

３．研究の方法 

以下に示す 13 ステップに亘って研究を進
めてきた。 

(1) モノコック構造体 2体に作用する変動風
圧力の特性を把握するための風洞実験
模型の製作と，境界層風洞を用いたモノ
コック構造体 2体の変動風圧同時計測の
実施（図１：使用風洞図，図２：実験風
景，図３：実験模型。） 

(2) モノコックタイプの構造をモデル化し
た 3 次元 FEM モデルの構築；有限要素
モデルにおいて，シェル要素については，
せん断，曲げ，膜剛性を有する SHELL93

という要素を，輪剛性を確保するための
三次元梁要素としては，BEAM188 要素
を用いた。図４に有限要素モデルを，図
５に用いた要素の説明を示す。 

(3) 風洞実験で得られた変動風圧を用いた，
モノコック構造体に発生する最大応力
の詳細な解析 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1使用風洞 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２実験風景 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３実験模型（圧力測定孔位置も記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４有限要素モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５用いた有限要素モデル 

 

(4) モノコックタイプの円筒状構造物（2 体）
に生じる最大応力に対する全体挙動の
貢献分と，局部風圧による貢献分の分離，
抽出と，それぞれの貢献比率の検出。 

(5) 大スパン屋根 2 体（ドーム型，円弧型）
に作用する変動風圧力の特性を把握す
るための風洞実験模型の製作と境界層
風洞を用いた変動風圧の多点同時計測
の実施（図６に円弧型の風洞実験模型を
示す。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６風洞実験風景（円弧型模型） 

 

(6) ドーム型と円弧型の 2体の大スパン屋根
構造の 3 次元 FEMモデルの構築（図７） 

(7) 風洞実験結果を用いた，2 体の大スパン
屋根構造の最大応力の詳細な解析 

(8) 大スパン屋根を有する構造物（2 体）に
生じる最大応力に対する全体挙動の貢
献分と，局部風圧による貢献分の分離，
抽出と，それぞれの貢献比率の検出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７大スパン構造の有限要素モデル 

 

(9) 大規模壁面を有する 2体の建築物の風洞
実験模型の製作と境界層風洞を用いた
風圧実験の実施 

(10) 大規模壁面を有する 2体の中低層建築物
の 3次元 FEM モデルの構築 

(11) 風洞実験で得られた変動風圧を用いた，
2 体の大規模壁面を有する建築物の構造
部材に発生する最大応力の詳細な解析 

(12) 大規模壁面を有する建築物（2 体）に生
じる最大応力に対する全体挙動の貢献
分と，局部風圧による貢献分の分離，抽
出と，それぞれの貢献比率の検出 

(13) 耐風設計での構造骨組用風荷重と外装
材用風荷重の考え方のまとめ 

 

４．研究成果 

以下にそれぞれのステップで得られた知
見について，ここでは構造部材が外装材を兼
ねているモノコック構造を対象とした風洞
実験，数値解析結果を中心として示していく。 

 

 
BE AM 188 SHELL93 

1

X

Y

Z

                                                                                

ANSYS 14.0

MAY 28 2012

02:32:48

ELEMENTS

TYPE NUM

A



 

 

モノコックタイプの構造物の荷重評価を行
うに当たり，構造物表面に作用する圧力分布
を得る風洞実験を行った。実験で測定された
モノコック構造体の表面圧力分布の１例を
図８に，また表面圧力分布を積分して求めた，
モノコック構造全体にかかる力の時刻歴の
例を図９に示す。得られた風圧力のデータは
のちに述べる有限要素法解析において，外力
として与えることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)平均成分     (b)変動成分 

図８表面圧力分布 

 

 

 

 

 

 

(a)風方向風力係数 

 

 

 

 

 

(b)風直交方向風力係数 

図９風力係数の時刻歴波形 

 

次に，風洞実験で得られた変動風圧を用い
た，モノコック構造体に発生する最大応力を
詳細に検討する。 

図１０，図１１に，全体挙動により生じる
応力と全体挙動のほかに局所的な風圧力に
よるシェルの変形によって生じる力も考慮
したときの，最大，最小軸方向応力度の比較
を示す。図１０は要素ごとに最大値と最小値
を並べたものであり，図１１は最大値と最小
値に分けて最大値については局所的な変形
を考慮したときの応力が小さい順に，最小値
については絶対値が大きい順に示してある。 

検討した範囲では，モノコックタイプの構
造体全体の挙動のみを考慮して応力度を評
価した場合には，過小評価となり，危険側に
なる結果を得た。 

これらの解析にあたっては，種々の条件下
で，局所的な風圧力によるローカルな荷重効
果と全体的な挙動による荷重効果の分離に
主眼を置いて詳細な解析を行っている。全て
の要素に対する結果を示すスペースはない
ので，ここでは，設計上応力状態が最も厳し
くなる風上側淀み点近傍，プラスマイナス 50

度の範囲の基部付近の 140要素を取り出して
結果を示す（図１２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ 最大，最小軸方向応力度におけ
る局所的挙動と全体挙動の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 最大軸応力度における全体挙動と局所的
挙動の影響の比較 

（応力が小さい順に整序） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 最小軸応力における対比 

（応力が小さい順に整序） 

 

図１１局所挙動が軸応力に与える影響 
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図１２分析対象要素 

 

次に，荷重効果に及ぼす全体挙動の寄与分
と局所的な風圧力の寄与分を検討しており，
モノコックタイプの円筒状構造物（2 体）に
生じる最大応力に対する全体挙動の貢献分
と，局部風圧による貢献分の分離，抽出と，
それぞれの貢献比率の検出を行った。 

図１２に示したように，今回対象とした
140要素は 14行 10列の行列状に並んでいる。
Fig.１３に対象とした表面の全体挙動のみを
考慮した時の荷重効果の，局所挙動をも考慮
した時の荷重効果に対する比率を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)最大軸直交方向応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)最小軸直交方向応力 

図１３ 全体挙動のみを考慮した場合の最
大荷重効果の局所的風圧力の影響も考慮し
た総荷重効果に対する比率 

最大応力度は全体挙動の影響が約 65%～
100%の間に入っており，最小応力度は 60%

～90%の間に入っている。 

図１３に示す Col. 5と Col. 6 が対象面のほ
ぼ中央（風上側）に位置しており，全体を通
して，風上側での値は風上側から遠い点より
も全体挙動の影響比率が高くなっている。一
方，例えば図１３(a)に示す Col. 1，図１３(b)

に示す Col. 2 と 10のように，荷重効果の大き
い要素では，全体挙動の占める割合が比較的
小さい（Fig. １０参照）。全体挙動のみを考
慮し，ローカルな風圧力による局所的挙動の
影響を無視すると，構造部材の荷重効果をか
なり過小評価することとなり，その誤差は設
計上不利な箇所に近い要素ほど大きくなる
傾向がある。 

ここではスペースの都合から，モノコック
タイプの構造物の結果のみを示したが，耐ス
パン屋根のような構造物においても，本報告
書で示してきたように，全体挙動だけを対象
とし，局所的な変形の影響を加味しないで分
析を行った場合，荷重効果を過小評価するこ
ととなり，危険側となることが明らかになっ
た。このような構造物に対しては，慎重に局
所的風圧力の貢献を評価し，これらを取り込
んだ応力によって耐風設計を行うことが必
要である。 
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